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主要ニュース【８月末時点の新型コロナウィルス感染者数は，８７，５４０名】 

【内政】 ●新型コロナウィルスの警戒事態期間は３０日間の延長を繰り返し，９月１５日まで延長された。 

●レストランの屋内席やイベントの実施，映画館の活動等の一部再開を含む９月１日以降の規制緩和が

決定。 

●隔離に関する法令が違憲であるとの憲法裁判所の判決を受け，隔離措置が一時的に停止し，自宅隔離

や入院施設をを離れる人が続出。議会は新たに隔離法案を成立させた。 

●ＰＳＤが提出した内閣不信任決議案は，議決に必要な定足数を満たさず，審議・採決に付されなかっ

た。 

●ＰＳＤ党大会がオンライン開催され，チョラク党首が正式に選出された。 

【外政】 ●特別欧州理事会は，欧州復興基金設立の合意に達した。資金総額は７，５００億ユーロ（内訳：贈与

3,900億ユーロ，融資3,600億ユーロ）。ルーマニアへの割当は計799億ユーロ（MFFに464億ユー

ロ，復興基金に335億ユーロ（贈与168億ユーロ，融資167億ユーロ。）。 

●ヨハニス大統領，アウレスク外務大臣は，大統領選挙後のベラルーシ情勢に関し，同国の暴力的事態

の沈静化を求めると共に，EUとしての対応の必要性を訴えた。外務省はRoAidと共同で，ベラルー

シ市民社会と独立メディア支援に向け１０万ユーロの支援割当を準備している声明を発表。 

●ヨハニス大統領は５Ｇ開発について，昨年の米とのＭＯＵに基づく立場を改めて表明。「安全なネッ

トワークを望む」と述べた。５Ｇ市場における特定企業からのアクセスを防ぐ法的枠組みの準備を

示唆。 

●８月４日夜のベイルート爆発事案について，ヨハニス大統領らから，哀悼の意が相次いで示された。

ルーマニア政府は８日，レバノンに医療資材を搭載した空軍輸送機２機を派遣した。 

●東地中海情勢について，アウレスク外務大臣はチャヴシュオール・トルコ外務大臣との電話会談で緊

張緩和に向けた対話の重要性とそれに向けたルーマニアの支援につき強調。また，ＥＵ非公式外務

理事会に先立ち，ＥＵ加盟国に対し，ギリシャとキプロスへの連帯表明を強調する旨述べた。 

【経済】●７月１日，政府は，新型コロナウイルスによる影響を受けた経済分野の再興を主目的とした「投資と

経済再興のための国家計画」を，オルバン首相主催行事において発表。 

●８月１８日，２０２０年度予算及び２０２０年度社会保障予算の修正（２回目）に関する緊急政令（第

１３５号，１３６号）が官報に掲載された。経済成長率▲３．９％，財政赤字（ＧＤＰ比）８．６％

を見込む。 

内政 

・７月１日時点のルーマニア国内での感染者数は累積２

７，２９６名。死亡者数合計１，６６７名。前日からの増加

は，感染者数が３２６名，死亡者１６名。 

・７月８日，感染者数が前日から５５５名増加し，累積３０，

１７５名となった。 

・７月１６日，感染者数が前日から７７７名増加し，累積３

５，００３名となった。死亡者数は合計１，９７１名。 
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・７月２２日，国内の感染者数が前日から１，０３０名，死

亡者が２７名増加し，累計３９，１３３名，死亡者数合計２，

０７４名となった。 

・７月３０日，感染者数が前日から１，３５６名，死亡者が

３５名増加し，累計４９，５９１名，死亡者数合計２，３０４

名となった。 

・８月６日，アラファト内務次官は，国内に３００以

上の集団感染地点があると述べた。集団感染地点は，

家庭，病院，介護施設，企業等を含む。 

・８月７日，感染者数が前日から１，３７８名，死亡者数が

５０名増加し，累計５９，２７３名，死亡者数合計２，６１６

名となった。一日の新規感染者数，死亡者数ともにこれ

までの最多を記録。集中治療を受けている患者は４４６

名。 

・８月１２日，感染者数が前日から１，４１５名，死亡者数

が４３名増加し，累計６５，１１７名，死亡者数は２，８０７

名となった。人口１０万人あたりの感染者数は，欧州内で

ルクセンブルグに次ぐ第二位（８５．７人）。死亡者数は最

多（２．７人）となっている。 

・８月２５日，感染者数が前日から１，０６０名，死亡者数

が５８名増加した。死亡者の増加数は過去最多。累積感

染者数は８０，３９０名，死亡者は合計３，３６７名となっ

た。 

・８月２７日、感染者数累積８３，１５０名。死亡者数合計３，

４５９名。前日同時刻からの増加は、感染者数１，５０４名、

死亡者数３８名。初めて一日の新規感染者数が１，５００

名を超えた。 

・８月３１日時点のルーマニア国内での新型コロナウイル

ス感染者数は、累積で８７，５４０名、前日からの増加は

７５５名。集中治療を受けている患者が５０６名で，これま

での最多を更新。死亡者数は、合計３，６２１名、前日か

らの増加４３名。感染者で治癒した者は３７，８６９名。全

国で、感染が確認されて隔離措置にある者が、自宅隔離

下に８，９７２名、施設隔離下に５，８４７名。全国で、これ

までに延べ約１８０．２万件の検査が行われた。直近一

日での検査数は、６．９４３件。感染者数の特に多い県等

は、ブカレスト市１１，０１８名、スチャヴァ県５，２９８名、

アルジェシュ県５，０１７名、ブラショフ県４，５６４名、プラ

ホバ県４，２３０名。 

 

■ 警戒事態の延長他，ルーマニア政府の措置 

・７月１５日，政府決定第５５３号により，警戒事態

が７月１７日から８月１５日までの３０日間延長され

ることが決定された。 

・７月２２日，保健大臣令１３０９号が発出され，人

口１０００人あたりの感染者数が３人を超えた町は隔

離されることになった。 

・７月２３日，新型コロナウィルスが陽性でも無症状

の患者は４８時間後に退院することを定めた保健大臣

令が発出された。 

・７月２９日，政府は，政府決定第５５３号を修正す

る政府決定第５８８号を承認した。この政府決定の中

では，屋外におけるマスクの着用義務を各地方自治体

の緊急事態委員会が定めることが規定されている。 

・８月１４日，国家緊急事態委員会決定第４０号及び

政府決定第６６８号が承認され，８月１６日から９月

１４日までの３０日間の警戒事態延長が決定した。 

・８月１９日，ルーマニア外務省は，ルーマニア人に

対し，不可欠でない外国渡航を控えるよう推奨するプ

レスリリースを発出した。 

・８月２７日、９月１日以降に適用が予定される規制

措置に関して、国家緊急事態委員会が決定を行った（同

委員会決定第４３号）。規制の主な内容は以下のとおり。 

（１）レストランの屋内席、及び賭博場の営業再開：

直近１４日間の人口１，０００人あたりの新規感染者

数が１．５人以下の県にあるレストランの屋内席及び

賭博場の営業再開を許可。営業時間は、６時～２４時

の範囲で認められる。レストランのラスト・オーダー

は２３時まで。直近１４日間の人口１，０００人あた

りの感染者数が１．５人より多い地域にあるレストラ

ンの屋内席及び賭博場の営業再開の可否は、各県の緊

急事態委員会の判断による。 

（２）ホテル内のレストランやカフェの営業再開：直

近１４日間の人口１，０００人あたりの新規感染者数

が１．５人以下の県での、ホテル内のレストランやカ

フェの営業再開を許可。 

（３）保健大臣令で定められた公衆衛生に関する規制

を遵守して行われる、ＥＵ基金の事業を執行する目的

のものも含めた、屋内最大５０名、屋外最大１００名

の私的な行事、大人向けのトレーニング講座やワーク

ショップの開催を許可。 

（４）ナイトクラブ、ディスコ、バーの屋内での営業

は、引き続き禁止。 

（５）博物館、図書館、映画館、映画製作所、劇場、
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屋外での文化行事の実施を許可。なお、映画館及び劇

場の活動は、直近１４日間の人口１，０００人あたり

の新規感染者数が１．５人以下の場合に、最大収容人

数の５０％を超えない形で、再開可。ドライブイン・

タイプのショーの開催は、各車両に乗車する者が同一

家族、又は異なる家族３名までという場合に限り、許

可。 

（６）レストランの屋外部分（テラス）での飲食の営

業時間は、６時～２４時の範囲で認められる。 

・入国時の隔離措置対象国・対象外国が以下のとおり

定められた（７月，８月）。 

ア 隔離措置対象外国・地域（グリーンゾーン） 

７月６日，国家緊急事態委員会決定第３４号に基づ

き，グリーンゾーンのリストが更新され、我が国を含

む計２２の国・地域が新たに隔離措置の対象外に指定

された。この結果、全体では４４の国・地域となった。

（７日から有効） 

イ 入国後１４日間の隔離措置の対象とされる国・地

域（イエローゾーン） 

７月２５日、イエローゾーンのリスト（４４の国・

地域）が、国家緊急事態委員会決定第３６号に基づき

発表された。（２７日から有効，日本は対象外。） 

その後，８月２日、８月１０日、８月１７日、及び８

月２８日にリストが更新され，８月２８日は、３９の

国・地域が，国家緊急事態委員会決定第４３号に基づ

き発表された。（２９日から有効。日本は隔離措置対

象外。） 

 

■ 隔離措置法の成立 

・７月１日，憲法裁判所が，感染症に関する隔離や入

院を義務づける法令（法律２００６年第９５号，２０

２０年緊急政令第１１号）の規定が違憲であるとした

６月２５日の判決の判決理由を発表した。 

・７月３日，憲法裁判所の判決を受け，内務省緊急事

態総局は通達を出し，隔離施設や自宅における隔離措

置を一時的に停止するとし，これを受けて入院中の患

者が自己責任で退院する動きが見られた。 

・７月４日，オルバン首相は，政府は隔離措置を規定

する新たな法案を至急提出すると述べた。また，首相

は，憲法裁判所はＣＯＶＩＤ感染者を規制無く自由に

往来させようとしているとして同裁判所の決定を非難

した。 

・７月６日，内閣は，感染症対策としての入院，隔離

等に関する法案を承認した。 

・７月８日，タタル保健大臣は，憲法裁判所の決定を

受けて約３万人のコロナ感染者あるいは感染が疑われ

る人が自宅隔離を離れ，１２００名程度が施設隔離を

離れた，と述べた。 

・７月９日，隔離措置に関する法案が議会下院で可決

された。ヨハニス大統領は，議会に対し，至急隔離措

置に関する法的枠組みを整備するよう要請した。法案

は１０日，上院の委員会で審議されたものの，ＰＳＤ

の議員が法案に慎重な姿勢を見せ，採決には至らなか

った。 

・７月１４日，ヨハニス大統領は，隔離措置に関する

法案の成立が遅れていることにつきＰＳＤを厳しく非

難した。これに対し，チョラク下院議長は，大統領が

ルーマニア人の権利と自由を踏みにじるために議会を

脅していると非難した。 

・７月１６日，議会上院は隔離措置に関する法案を賛

成１１５票，反対８票，棄権３票で可決した。 

・「疫学的及び生物学的なリスクがある状況での公衆衛

生分野における措置の導入に関する法律第１３６号」

は，７月１８日，大統領により公布され，７月２１日

より効力を発揮した。また，法律第１３６号に基づい

て検疫、隔離，地域の検疫隔離を定めた新たな政府決

定が、延長後の現行警戒事態を規律する政府決定第５

５３号の改正として２１日に行われた（政府決定第５

７０号）。 

・７月２０日，戦略的コミュニケーション・グループ

は，隔離措置に関する法的枠組みが欠如した７月２日

から２０日の間に３，６８０人のＣＯＶＩＤ感染者が

入院を拒否し，１，０８７人の患者が希望により退院

したことを発表した。 

・８月７日，オンブズマンは，隔離・検疫に関する法

律第１３６号の，施設での隔離及び医療従事者不足の

場合の対応に関する規定について，憲法裁判所に合憲

性の判断を求めた。 

 

■ 内閣不信任決議 

・８月１７日，ＰＳＤはオルバン内閣不信任決議案を

議会に提出した。 

・８月３１日，議会で内閣不信任決議案が審議，採決

される予定であったが，議場での出欠確認の結果，出

席議員は２２６名で，審議，採決に必要な人数（２３

３名）に満たなかったため，審議，採決共に行われず
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散会となった。ＰＳＤの指導層は党所属議員に必ず議

会に出席，投票をするよう呼びかけていたが，５名の

ＰＳＤ議員が，新型コロナウィルスに関連する自主隔

離等を理由に欠席した。国民自由党（ＰＮＬ），ルーマ

ニア救出同盟（ＵＳＲ），国民運動党（ＰＭＰ），少数

民族政党は、議事を欠席した。また，ＵＤＭＲ（ハン

ガリー人民主同盟）も、不信任決議案の審議当日にな

って採決不参加を表明し，議事を欠席した。プロ・ル

ーマニア所属議員は１名を除き出席した。 

・８月３１日，アルフレッド・シモニスＰＳＤ下院リ

ーダーは，「個人的な意見」としつつ，「特別会期（８

月３１日まで）に提出された内閣不信任決議案が，９

月１日から開始する通常会期において審議、投票され

る可能性は低い。また新会期に新たな内閣不信任決議

案を提出するのは時期尚早。」との見方を示した。 

 

■ 地方選挙を巡る動き 

・７月８日，議会は，地方選挙を９月２７日に実施す

ること等を定めた法案を賛成多数で可決した。７月１

６日，大統領が地方選挙の投票日を９月２７日とする

法律を公布した。 

・８月６日，タリチャーヌ元首相（ＡＬＤＥ党首）は，

ブカレスト市長選への出馬を表明した。 

・８月１３日，グラン首相補佐官は，新型コロナウィ

ルスの一日の感染者数が２０００名以下にとどまる場

合は，地方選挙が９月２７日に実施される見通しであ

ると述べた。 

・８月１５日，ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）と自由

統一連携党（ＰＬＵＳ）は，オンライン合同党大会を

開催し，両党の合併に向けたプロトコールを承認した。 

・８月１８日に立候補が締め切られたブカレスト市長

選挙立候補者は，以下のとおり。 

ガブリエラ・フィレア（ＰＳＤ，現市長） 

ニクショール・ダン（ＰＮＬ，ＵＳＲ・ＰＬＵＳが支

持。下院議員） 

トライアン・バセスク（ＰＭＰ名誉党首，元大統領） 

カリン・ポペスク・タリチャーヌ（ＡＬＤＥ党首，元

首相） 

イオアン・スルブ（プロ・ルーマニア，医師） 

イラン・ラウファー（ＳＬＰ，元ビジネス環境大臣） 

 

■ ＰＳＤ党大会 

・８月２２日，ＰＳＤの党大会が初めてビデオ会議方

式で行われ，これまで暫定党首だったチョラク党首と

そのチームが選挙により正式に党の役職に選出された。 

（新たな党指導層） 

党首 マルチェル・チョラク  

第一副党首 ソリン・グリンデアーヌ元首相，ガブ

リエラ・フィレア・ブカレスト市長 

幹事長 パウル・スタネスク  

全国評議会会長 ヴァシレ・ドゥンク元開発大臣  

副党首 ミハイ・トゥドセ元首相，オルグツァ・ヴ

ァシレスク元労働大臣，クラウディウ・マンダ上院

議員，ティトゥス・コルラツェアン元外相他全１２

名 

チョラク党首は，演説の中で，司法改革は司法の専門

家が行うべきであるとして，党が司法問題の解決に利

用された過去とは決別する考えを示した。また，党の

現代化と，欧州の社会民主政党との協力や，汚職への

不寛容を訴えた。党大会では，この他，ＣＥＸ（全国

執行委員会）の廃止とＣＰＮ（全国政治委員会）の設

置が決定された。 

 

■ 内政その他 

・７月１３日，政府の新型コロナウィルス対策の中心

人物であるアラファト内務大臣に対する殺害予告が

Facebookに掲載され，警察が捜査を開始した。また，

１４日には，ブカレストのヴィクトリア広場において，

三日目となる隔離措置法案に反対する集会が行われ，

１００人程度が参加した。 

・７月２３日，オルバン首相は，議会選挙は，憲法上

の要請を踏まえると１２月６日に実施されるべきとの

考えを示した。 

・７月２７日，議会は，ＰＳＤ，ＡＬＤＥ，ＵＤＭＲ

が提出した，選挙の６０日前に議会が議会選挙日程を

決定する，という法案を可決した。 

・８月１７日，ヨハニス大統領は，憲法裁判所に対し，

議会が議会選挙の日を決定できるとした法律が違憲で

あるとの訴えを提出した。 

 

■ 世論調査 

・ＩＭＡＳによる政党支持率調査（ラジオヨーロッパ

ＦＭの依頼により，６月５－２７日，１，０１０名を

対象に実施） 

 国民自由党（ＰＮＬ） ３３％ 

 社会民主党（ＰＳＤ） ２１．９％ 

 ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ） １２．３％ 

 プロ・ルーマニア １１．２％ 

 自由統一連携党（ＰＬＵＳ） ５．８％ 

 国民運動党（ＰＭＰ） ４．７％ 



 

ルーマニア月報 
 

- 5 - 

 自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ） ３．７％ 

 ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）３．４％ 

・ＣＵＲＳによる政党支持率調査（６月１９－３０日，，

１００名を対象に実施） 

 ＰＮＬ ３２％ 

 ＰＳＤ ２８％ 

 ＵＳＲ・ＰＬＵＳ １６％ 

 プロ・ルーマニア ７％ 

 ＡＬＤＥ ５％ 

 ＵＤＭＲ ５％ 

 その他  ２％ 

・ＩＲＥＳによる新型コロナウィルスに関する世論調

査（７月２４－２５日，８９８名を対象に実施） 

（ルーマニアにおける新型コロナウィルスの状況にど

の程度心配しているか） 

非常に心配している：３７％ 

かなり心配している：３９％ 

あまり心配していない：１２％ 

ほとんど（全く）心配していない：１２％ 

（知人で新型コロナウィルスにかかった人がいるか） 

いる：１６％ 

自分自身がかかった：０．２％ 

いない：８３％ 

（過去２週間に公共の場所でマスクをしたか） 

した：９４％ 

しなかった：３％ 

（過去２週間に職場に出勤したか） 

した：４４％  

しなかった：３０％ 

該当しない：２６％ 

（過去２週間に家族や友達とのパーティに参加した

か） 

参加した：１５％ 

参加しなかった：８５％ 

（この夏休みに，ヴァカンスに行く，あるいは旅行を

するか） 

旅行した／する予定：２２％ 

普段は旅行するが，しない／キャンセルした：２４％ 

どこも行かない：４８％ 

（政府の感染症から国民を守る対策への満足度） 

大変満足／かなり満足：４８％ 

かなり不満／非常に不満：４６％ 

分からない／無回答：６％ 

（政府の経済対策への満足度） 

非常に満足／かなり満足：２８％ 

かなり不満／非常に不満：６２％ 

分からない／無回答：１０％ 

・ＩＭＡＳによる政党支持率調査（７月１０－２９日，

ラジオヨーロッパＦＭの依頼により実施） 

ＰＮＬ ３３．４％ 

ＰＳＤ ２３．４％ 

ＵＳＲ・ＰＬＵＳ同盟 １７．２％ 

プロ・ルーマニア    ９．７％ 

ＵＤＭＲ ５．６％ 

ＰＭＰ  ３．９％ 

ＡＬＤＥ ３．４％ 

その他  ３．４％ 

・ＩＮＳＣＯＰによるブカレスト市長候補支持率に関

する世論調査（７月２３日－８月８日，１，１００名

を対象に実施） 

 ニクショール・ダン（ＵＳＲ・ＰＬＵＳ）４６．３％ 

フィレア現市長（ＰＳＤ） ３８．９％ 

バセスク元大統領（ＰＭＰ） ８．４％ 

ポンタ元首相（プロルーマニア）６％ 

ラウファー元大臣（ＰＳＬ） ０．４％ 

・Sociopolによるブカレスト市長候補支持率に関する

世論調査（８月３－１２日，１，８０５名を対象に実

施） 

 フィレア現市長（ＰＳＤ） ４１％ 

 ニクショール・ダン（ＰＮＬ，USR･PLUS）３４％ 

 バセスク元大統領（ＰＭＰ） １５％ 

 タリチャーヌ元首相（ＡＬＤＥ） ５％ 

 その他 ５％ 

・ＤＣ Media Groupによる地方選挙における政党支持

率に関する世論調査（８月７-１７日，９８８名を対象

に実施） 

（地方議会） 

  ＰＮＬ ３５．２％ 

  ＰＳＤ ３２．３％ 

  ＵＳＲ １０．１％ 

  プロ・ルーマニア ５．５％ 

  ＵＤＭＲ     ４．８％ 

  ＰＭＰ      ３．９％ 

  ＡＬＤＥ     ２．２％ 
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  ＰＬＵＳ     ０．７％ 

（市長） 

  ＰＳＤ ３３．４％ 

  ＰＮＬ ３２．２％ 

  ＵＳＲ  ８．０％ 

  プロ・ルーマニア ３．４％ 

  ＵＤＭＲ  ４．８％ 

  ＰＭＰ   ２．７％ 

  無所属   ２．６％ 

  ＡＬＤＥ  １．４％ 

  ＰＬＵＳ  ０．７％ 

  その他（候補者の所属政党が不明等）６．０％ 

 

外政 

■ 要人往来・協議 

・７月６日，プレドイウ法務大臣は，ＥＵ司法・内務

大臣オンライン会合に参加し，新型コロナウイルス危

機の，民主主義に基づく統制と，ヘイトスピーチや誤

報への対応策について協議した。 

・７月８日，アウレスク外務大臣は，サントス・シル

ヴァ・ポルトガル外務大臣と電話会談を行い，来年前

半のポルトガルＥＵ理事国等について協議した。 

・７月２２日，プレドイウ法務大臣は，ザッカーマン

駐ルーマニア米国大使と会談を行い，経済犯罪，サイ

バー犯罪，人身売買の他，司法システムのデジタル化

等につき協議した。 

・７月２２日，スクテア検察庁長官は，ラミス駐ルー

マニア・フランス大使と会談を行い，未成年者の人身

売買，環境犯罪撲滅等につき協議した。 

・７月３１日，ボロガ国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官

は，マイヤークロット駐ルーマニア・ドイツ大使（現

ＥＵ議長国）と会談を行い，汚職撲滅，ＥＵ基金詐欺，

国際的な司法協力の強化について協議した。 

・８月１３日，アウレスク外務大臣は，チャヴシュオ

ール・トルコ外務大臣と先方の発意で電話会談を行っ

た。（以下，東地中海情勢参照） 

・８月２８日，アウレスク外務大臣は，非公式ＥＵ外

務大臣理事会（ギムニッヒ会合）に並行して，ディ・

マイオ・イタリア外務大臣と二国間会談を行った。同

会談では２０２１年の政府間協議の開催についても合

意された。その他，新たに就任したラウ・ポーランド

外務大臣とも二国間会談を行った。 

 

■ ＥＵ関連 

【欧州復興基金】 

・７月１７日－２１日，ヨハニス大統領は，特別欧州

理事会に出席し，次期多年度予算枠組み（2021～2027）

（MFF）及び，新型コロナウイルス危機脱却のための欧

州復興基金（Next Generation EU, NGEU）について議

論。合計１兆８，２４３億ユーロの包括的パッケージ

に関する結論が採択された。欧州復興基金の総額は，

７，５００億ユーロで，内訳は，贈与３，９００億ユ

ーロ，融資３，６００億ユーロ。（次期７カ年予算に

は，１兆７４０億ユーロ。）今回の首脳理事会は，９

０時間を超え，欧州理事会史上２番目の長さとなった。

ルーマニアを含むＥＵ加盟国は，2021から2023年まで

の国毎の復興・強靱化計画を作成，2022年に再度見直

しが行われ，目標値が満たされた場合にのみ贈与金の

支払いが行われる。理事会後のヨハニス大統領の説明

によると，ルーマニアへの割当は計799億ユーロ（MFF

に464億ユーロ，復興基金に335億ユーロ（贈与168億ユ

ーロ，融資167億ユーロ。） 。 

・７月２１日，ネグレスク欧州議員（ＰＳＤ）は，NGEU

について，「ＥＵ市民とルーマニアは欧州委員会の決

定に敗北した，」「欧州委員会と欧州議会の当初の提

案に比して，農村開発，研究開発，保健対策等は削減

された，つまりルーマニアへの，特に贈与分の減額を

意味する，我が国は基本的に交渉に負けたのである，」

と述べた。 

・同日，チョロシュ欧州議員（ＰＬＵＳ党首）は，今

般のＮＧＥＵはＥＵ首脳と国家がＥＵとして史上初め

て共同での債券発行を認めた，歴史的な決定である，

と述べた。その上で，ＮＧＥＵからの受益に関連して，

法の支配を尊重する重要性や，ルーマニアのＥＵ基金

執行率の改善の必要性について強調した。 

・現ＥＵ理事国であるドイツは，欧州復興基金に関し，

ルーマニアの法の支配の状況について，オルバン政権

以降改善が見られており，当該テーマで基金受益に悪

影響をもたらすことは無いであろう，とコメントした。 
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【その他新型コロナウイルス関連】 

・８月３日，ルーマニア保健省は，７月２８日に欧州

委員会が米製薬会社ギリアド・サイエンシズとの契約

で決定した新型コロナウイルス患者治療のための抗ウ

イルス薬レムデシビルの活用について，ルーマニアは

３回に分けて計25，157服用分受領することを発表した。

１回目は，8月7日に6，026本（約1,200名分）受領。今

後，9月11日，10月9日にそれぞれ，10，366本（約2，

067名分），8，795本（約1,759名分）受領予定。 

・８月９日，タタル保健大臣は，ルーマニアはＥＵか

ら新型コロナウイルスワクチン１千万回分を申請した，

と発表した。その上で，受領した際には，まず医療従

事者や年少者及び高齢者などの，最も脆弱性の高い社

会環境にある者から適用される，と述べた。 

・８月１２日，ヨハニス大統領は記者会見において新

型コロナウイルスワクチンについて，ルーマニアはロ

シア製の免疫ワクチンは使用しない，同ワクチンには

外部検証が存在しない，ＥＵの治験承認を待つ，と述

べた。 

 

■ 米国関連 

・７月２９日，ヨハニス大統領は，米国が駐独米軍の

一部を撤退させる意思を表明したことを受け記者会見

を開催し，ルーマニアは常に米軍兵士を歓迎する旨述

べた。同大統領は，「我々はより多くの軍事力を黒海地

域に必要としている。この撤退が黒海地域への移動を

意味するのであれば，非常に喜ばしいことである。米

軍兵について言えば，ルーマニアは常に彼らを大歓迎

する。」と述べた。 

・８月７日，チウカ国防大臣とペトレスク統合参謀長

は，マクコンヴィル米陸軍参謀長及びカヴォリ米陸軍

中尉兼欧州司令官と会談を行い，ルーマニア駐留米軍

の増設について協議した。 

 

■ ベラルーシ大統領選関連 

・８月１１日，アウレスク外務大臣は，大統領選挙後

のベラルーシの情勢を，「非常に懸念している」と述べ，

唯一の打開策は，暴力の行使を止め，政治的対話を開

始することだ，と述べた。 

・８月１４日，ラエツキ・ルーマニア下院議会防衛・

公共秩序・国家安全保障委員会副委員長（政治学者）

は，ルーマニア議会はベラルーシにおける人権を支持

する宣言を承認すべきである，と述べた。 

・８月１９日，ヨハニス大統領は欧州理事会のオンラ

イン会議に参加し，同日記者会見を開催。会議の中で，

ベラルーシ大統領選における不正行為や，抗議集団へ

の暴力的抑圧へはＥＵとしての回答が必要であること，

また，暴力行為の取りやめと違法に勾留された人々の

解放の必要性を強調した，と述べた。ロシアが兵を動

員しベラルーシに介入した場合ＥＵが如何なる対応を

取るかの質問に対し，ヨハニス大統領は，そのような

事態が起こることは信じていない，外交的解決策が求

められている，と述べた。 

・８月２６日，アウレスク外務大臣は，大統領選挙後

のベラルーシ情勢に関し，自身のツイッター上及び外

務省プレスリリースにおいて，ＥＵは，ベラルーシの

移行調整評議会指導者らを拘束するような最近の動き

を決して許容してはいけない，ルーマニア外務省とル

ーマニア国際開発協力機構（RoAid）は現在，ベラルー

シの市民社会及び独立メディアの支援のために，２０

２０年の開発支援及び人道的支援の予算から１０万ユ

ーロを割り当てるべく準備している，と述べた。 

 

■ 周辺国関連 

【ハンガリー】 

・８月２９日，アウレスク外務大臣は，シーヤールト

ー・ハンガリー外務貿易大臣と電話会談を行った。同

日ハンガリー政府が発表した９月１日以降の同国の国

境封鎖措置について，シーヤールトー大臣は，両国国

境を越境する労働者については９月１日以降も同措置

による影響は無いことを確約する，と述べた。 

【東地中海情勢】 

・８月１３日，アウレスク外務大臣は，チャヴシュオ

ール・トルコ外務大臣と先方の発意に基づく電話会談

を行った。アウレスク外務大臣は，トルコから緊張緩

和に向けた対話の用意があると表明されたことを歓迎

し，主に次の事項につき強調した。１）緊張の中立を

確約する重要性，２）緩和促進と，関係者による誠実
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且つ直接的対話を基にした，国際法の適用に準拠した

解決策の特定，３）ルーマニアの，当該地域の特殊性

と関心への理解及び，海事に関する専門性，国際法そ

の他の特別措置の適用によるこの種の争い解決への理

解力を考慮した，事態沈静化に向けた支援（含ＥＵ内

からの支援）が準備できていること，４）トルコがＥ

Ｕにとって重要なパートナー且つ戦略的近隣諸国であ

り続けること，また右に鑑み，ＥＵトルコ間の信頼に

基づく建設的対話維持の有用性。両者は，二国間関係

の戦略的パートナーシップのレベルへの発展と，新型

コロナウイルス感染対策等についても協議した。 

・８月２６日，アウレスク外務大臣は，２７－２８日

にベルリンで開催されたＥＵ非公式外務理事会に先立

ち，東地中海情勢に関し，「沈静化に向けた関係者間

の平和的対話を強く推奨しつつ，同時に，ＥＵ加盟諸

国に対し，ギリシャとキプロスへの連帯を表明し続け

ることの重要性を改めて強調するつもりだ」と述べた。 

 

■ 中国関係 

・７月２９日，ヨハニス大統領は記者会見において，

米国により提案された中国共産主義体制に対する国際

的連立について，明確な回答を避けた。同大統領は，

「地政学的勢力バランスが変化していることは明らか

であり，経済的バランスも同様である。我々は，この

米国の提案を承知しており，今後，自ら評価を行う予

定である。」と述べた。 

・８月１２日，ヨハニス大統領は記者会見で，ルーマ

ニアは，ファーウェイ社が開発した５Ｇネットワーク

を拒否する旨を改めて強調した。記者からの質問に対

し，同大統領は，昨年の訪米時に署名されたトランプ

米大統領とのメモランダムに記された立場を維持する

旨改めて表明した。その上で，「我々は，安全なネット

ワークを望んでいる。また，企業やルーマニア国民の

需要を満たすネットワークを希望する。」と述べ，ルー

マニアは５Ｇ市場で特定の企業からのアクセスを防ぐ

特別な法的枠組みを準備している，と述べた。 

・１６日，運輸・インフラ・通信省が同省ＨＰに掲載

した５Ｇに関する規制案を巡り，在ルーマニア中国大

使館は声明を発表した。その中で，５Ｇ入札手続きか

ら特定の企業を排除することに反発した。規制案を巡

っては，インターネット上で批判的意見が寄せられて

おり，幾つかは自動翻訳でルーマニア語に直した文で

ある可能性が指摘されている。また，同省ＨＰには，

ファーウェイ社を支持する意見が掲載された。１９日，

ザッカーマン駐ルーマニア米国大使は，新聞論評記事

で，ルーマニアはファーウェイ社の５Ｇへの参入を認

めるべきではない，と述べた。 

・８月２６日，ザッカーマン駐ルーマニア米国大使は，

新聞論評記事において，ファーウェイ社を「中国共産

党政権と中国国家安全保障システムの腐敗の拡張」で

ある，と非難した。これに対し２９日，ファーウェイ

社はプレスリリースを発表し，右非難を否定した。 

 

■ 中東関連 

【ベイルート爆発事案】 

・８月４日晩にベイルートで発生した爆発事案につい

て，同日アウレスク外務大臣は，自身のTwitter上で，

爆発の犠牲者に心からのお悔やみと，被害に見舞われ

た方々に早期の回復を申し上げる，ルーマニアは，現

下の困難な状況に際し，ベイルート国民と共にある，

と述べた。また８月５日早朝，ルーマニア外務省は，

同地のルーマニア大使館の入る建物はわずかに損傷し

たのみであり，全館員が無事であることを発表した。 

・８月４日晩，ヨハニス大統領は自身のTwitter上で，

甚大な被害をもたらした爆発の被害者家族に対する哀

悼の意と，レバノン国民との連帯の意思を表明した。 

・８月５日，ルーマニア正教会総主教は声明を発表し，

事案発生の知らせを大きな悲しみを以て受けた，ルー

マニア正教会から深い哀悼と連帯の意を，大災害の被

害に見舞われた全ての人に表明したい，と述べた。 

・８月８日，ルーマニア政府は，医療資材計８トンを

載せた輸送機2機をレバノンに派遣した。出発には，

アウレスク外務大臣，アラファト緊急事態総局長（Ｄ

ＳＵ）局長（内務次官），モカデム駐ルーマニア・レ

バノン大使らが臨席した。アラファト局長は，「現下

の困難な状況は世界のあらゆる国々のキャパシティを

遙かに凌駕するものであり，レバノン国民は決して置

き去りにされてはならない，」と述べた。 
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【中東関連その他】 

・８月１４日，ルーマニア外務省はプレスリリースを

発表し，前１３日の，イスラエルとＵＡＥ間の国交関

係正常化合意並びに，同プロセスにおける米国の果た

した役割に関し，歓迎の意を表明した。また，アウレ

スク外務大臣は，本件が中東情勢の安定化と安全保障

に資するものであるとして，国際法に基づく持続的解

決策に向けたルーマニアの支持を改めて強調した。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・７月８－９日，ペトレスク統合参謀長は，ブリュッ

セルで開催されたＥＵ軍事委員会（ＥＵＭＣ）の会合

に出席した。ＥＵＭＣは，共同防衛及び安全保障政策

分野におけるＥＵ理事会の最高軍事組織。 

・７月１３日，米軍事メディア「Stars and Stripes」

は，米国防総省が，ロシアの侵入を阻止するミッショ

ンの一環として追加的な戦闘機の投入を検討している

ルーマニア中部の飛行場（クンピア・トゥルジイ空軍

基地）は，米空軍の南東欧オペレーションのハブ地点

になり得る，と評した。２０２１年国防授権法（The 

National Defence Authorization Act for 2021）には，

１億３０５０万ドルのクンピア・トゥルジイ空軍基地

（当国北西部クルージュ県内）改修費も盛り込まれて

おり，実現すれば，同空軍基地は，ロシアのクリミア

半島併合直後の２０１４年６月に開始された米国防総

省の欧州抑止イニシアティブ（European Deterrence 

Initiative）の下での最大の海外軍事拠点建設事業に

なる。 

・７月後半から一月，ルーマニア国境警察はブルガリ

ア国境警察と共に，欧州国境・沿岸警備隊（FRONTEX）

により組織された「黒海多目的海事オペレーション２

０２０（MMO Black Sea 2020）」の活動行った。目的は，

不法移民，違法漁業，海洋汚染及びその他の越境行動

の摘発と撲滅。 

・７月２３日，チウカ国防大臣は，ルーマニアのジェ

ット機２機が，黒海上空の国際空域を飛行していたロ

シアの軍用機４機を迎撃するため同日緊急発進した，

と述べた。 

・７月３０日，海事ヘリコプター「ピューマ」（IAR-330）

を載せたフリゲート艦「レジナ・マリア」は，常設Ｎ

ＡＴＯ対機雷第二グループ（SNMCMG-2）の国際ミッシ

ョンを終え，コンスタンツァ軍事港に帰還した。 

・８月２日から２７日，第一機械化歩兵旅団「アルジ

ェヴァダ」のカルガレニ第二歩兵大隊の兵１４０名及

び２１の戦闘機材の派遣隊が，独のホーエンフェルス

で開催される多国籍演習「Saber Junction2020」

（SJ2020）に参加。 

・８月１３日，アントン・ログ・ルーマニア情報庁（Ｓ

ＲＩ）サイバー情報長は，メディアのインタビューに

おいて，ロシアと中国がルーマニア政府機関に対し，

サイバー諜報活動を行ったことを示唆した。同長は，

ロシアと中国による活動か質され，「東方の，ルーマニ

アに対して敵対的な諸外国」が，COVID-19危機を利用

し，ルーマニアの政府諸機関の電子網への違法なアク

セス獲得を試みた，新型コロナウイルスに関する情報

が掲載された電子メールが政府諸機関に送られたが，

これは彼らがサーバーにアクセスするためのものであ

った，と述べた。 

・８月１５日，ヨハニス大統領は，国民の祝日である

海軍デーに際してコンスタンツァ港で開催された行事

において，ＮＡＴＯ及びＥＵにとっての黒海の戦略的

重要性について述べた。同大統領は，２０１４年のロ

シアによるクリミア半島併合以降，ロシアとの間の緊

張関係を踏まえ，国際安全保障の地域的な擁護者及び

ＮＡＴＯ同盟国としてのルーマニアの持つ役割が増大

化していると述べた。また，ロシアとウクライナ及び

その他の旧ソビエト国家の間の関係発展や右に関連し

た東方近隣諸国の開発，並びに（ルーマニアが）ＮＡ

ＴＯ及びＥＵの国境に位置づけられている事実に鑑み，

ルーマニアは，政治的外交的且つ経済的観点から，よ

り積極的な側面を有していく旨述べた。 

・８月１９日，国防省は，長距離地対空ミサイル

「PATRIOT」が８月からルーマニア空軍に到着，配備さ

れ始めていることを発表した。国防省によると，該当

設備及び資材は，順次，カプ・ミディア基地（当国東

部コンスタンツァ県コルブ地区にある軍事拠点）の国

立対空防衛統括センター「イオン・ブンゲスク准将」
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に輸送され第一回目のミサイルシステム認証試験が行

われる予定。 

・８月２５日，オルバン首相はドゥンボヴィツァ県の

ペトレシュティにおけるＩＶＥＣＯ社（伊に本部を置

く，各種車両運輸機会の他，車両，船舶，産業用ディ

ーゼルエンジン製造企業）のトラック組み立て工場事

業プレゼンテーションに参加し，ルーマニア軍の設備

更新プログラムについて，国内企業や他国のパートナ

ー企業をとおした，ルーマニアの防衛産業の再構築を

図らなければならない，と述べた。 

 

■ その他 

・７月２３日，アウレスク外務大臣は，ルーマニアが

議長国（2019-2021）を務める民主主義共同体とルーマ

ニア外務省が共同主催する，民主主義共同体のユー

ス・フォーラムを開会した。 

 

経済 

■ 「投資と経済再興のための国家計画」 

・７月１日、政府は、新型コロナウイルスによる影響

を受けた経済分野の再興を主目的とした「投資と経済

再興のための国家計画」（全１６０頁）を発表。これの

公表のための行事をオルバン首相主催で開催。大統領

含め、関係閣僚（首相、副首相、財務相、労働相、経

済相、運輸相）が順次発言。 

・同計画の構成は、(1)COVID-19 に際して採用された

マクロ経済の発展と政策、(2)助成金・保証スキーム・

支援プログラム、(3)国家投資計画。 

・大統領及び首相からの、従来の消費依存型から投資

等に基づく経済開発モデルへの転換を図るべきである

旨等の発言に続き、関係閣僚より、それぞれの担当す

る分野の計画等につき説明。 

 

■ ２０２０年度予算修正（２回目） 

・８月１８日、２０２０年度予算及び２０２０年度社

会保障予算の修正（２回目）に関する緊急政令（第１

３５号、１３６号）が官報に掲載された(１回目の修正

は４月実施)。 

・２０２０年度予算の２回目の修正の主なポイントは

以下のとおり。 

＜主な目標値＞ 

-経済成長率：▲３．８％ 

（当初：４．１％、１回目修正時：▲１．９％） 

-財政赤字（ＧＤＰ比）：８．６％ 

（当初：３．６％、１回目修正時：６．７％） 

＜歳入・歳出・財政赤字の増減＞ 

-歳入：＋５億８９９０万レイ 

（当初：１６７７億２４０万レイ、 

１回目修正時：－９８億４４８０万レイ） 

-歳出：＋２５２億９６１０万レイ 

（当初：２１５２億２４２０万レイ、 

１回目修正時：＋１６９億３３９０万レイ） 

-財政赤字：＋２４７億６２０万レイ 

（当初：４７５億２１８０万レイ、 

１回目修正時：＋２６７億７８７０万レイ） 

＜主な省庁の予算増減＞ 

・公共財務省：＋１４１億５５００万レイ 

・農業省：＋３４億４５００万レイ 

・保健省：＋３１億１４００万レイ 

・経済省：１９億レイ 

・内務省：＋１２億２８００万レイ 

・公共事業・開発・行政省：＋１１億５２００万レイ 

・運輸・インフラ・通信省：＋８億１４７０万レイ 

・教育・研究省：＋３億７０５０万レイ 

・欧州基金省：＋１億９８００万レイ 

・環境・水利・森林省：＋１億９１００万レイ 

・法務省：＋１億１８８０万レイ 

・国防省：＋５０７０万レイ 

・外務省：＋２８２０万レイ 

・青年・スポーツ省：＋８４０万レイ 

・労働・社会保障省：－１８億９２００万レイ 

・文化省：－１５３０万レイ 

 

■ 企業支援関連 

・７月１４日付報道によると、ポペスク経済相は、Ｅ

Ｕからの合計１０億ユーロの３件の国家援助スキーム

は、パンデミックの影響を受けた零細企業等に支給さ

れるとともに、運転資本、投資にも用いられると述べ
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た。また、７月１６日、ルーマニア政府は、第一読会

で、１０億ユーロの欧州基金の零細・中小企業のため

の利用（運転資本・投資のための助成金として利用）

に関する緊急政令につき協議。本件措置は政府の経済

再興計画の一部として採択される。財源は２０１４～

２０２０年財政年度の下、現時点で未使用で、今年末

までに使用しなければならない欧州基金が当てられる。 

・８月６日付の国家雇用庁（ANOFM）のプレスリリース

によると、ANOFM は、一時帰休支援のため、人材運用

プログラム２０１４－２０２０を通じて、約２億９４

００万ユーロを充てる。 

・８月２４日、ダンカ首相府官房長官は、SME Invest

プログラム修正のための緊急政令を採択したと述べた。

同長官は「保証限度額は１５０億レイから２００億レ

イに引上げられた。中小企業は最高５００万レイの運

転資金のためにこの信用枠にアクセス可能。」と述べた。 

・８月２７日付報道によると、欧州委員会は、国家補

助に関する一時的枠組みの下で、ルーマニアの中小企

業及び COVID-19 パンデミックの影響を受けた一部企

業を支援するために９億３５００万ユーロの援助計画

を承認した。運転資本と生産への投資に対する直接的

な助成金の形をとり、欧州地域開発基金（ERDF）を通

じて共同出資される。同措置は、企業に流動性を提供

し、事業を継続し、投資を開始し、従業員を維持でき

るようにすることを目的とする。ルーマニア向けスキ

ームは、２０２０年１２月３１日まで適用される。 

・８月２８日付報道によると、ナンク国家中小企業信

用保証基金（FNGCIMM）会長は、AGERPRESのインタビュ

ーに対し、企業はIMM Investプログラムを通じて１２

０億４７００万レイのローンにアクセスし、そのうち

５１％に当たる６１億４４００万レイを投資したと述

べた。また、プログラムに登録済みの２１の銀行のう

ち、１２行が既に上限の引き上げを要求していると述

べるとともに、国家投資経済再興計画は、投資に基づ

いた、経済の競争力を再構築し刺激するための先見的

な計画であり、ルーマニア経済が正に必要としている

ことであると述べた。 

 

■ インフラ関連 

・７月８日付報道によると、６月２８日に道路インフ

ラ公社（CNAIR）によって発表されたクライオヴァ・ピ

テシュティ間道路（31.75 km）の第３区間建設の入札

結果に対し、China RailwayとMapa Insaat of Turkey

の２社が７月６日、全国苦情評議会（CNSC）に異議申

立てを行った。CNAIRは、Dorinel Umbrarescuによっ

て管理されているルーマニアの建設会社が６億７千万

（1 億４千万ユーロ）の価格で落札したと発表してい

た。契約期間は３６ヶ月（うち１２ヶ月は設計、２４

ヶ月は建設工事）。 

・７月９日、オルバン首相は、社会対話のための全国

三者協議会の会合で、「政府は、経済再興計画に含まれ

る特定のタイプのプロジェクトのために官民パートナ

ーシップを確立する可能性を検討している。同計画に

含まれている全ての投資目標には、既に資金源を有し

ている、又はこれから資金源（例えば、欧州レベルの

様々なプログラム、国家予算、EBRD、世界銀行等から

の融資等）を見出す。」と述べた。 

・７月１０日、オルバン首相は、イサクチャ港（トゥ

ルチャ県）視察時に、「ドナウ川によって機会が与えら

れているにもかかわらず、それを十分に活用できてい

ない。今後、運輸省及び政府は、欧州で最も重要な河

川回廊であり、黒海と北海を結ぶドナウ・ライン回廊

の一部を成す、ドナウ川河川輸送の開発を支援するた

めの投資に特別な注意を払う。河川港への投資につき、

我々は既に重要な港を有しているが、２１世紀に適し

た開発レベルへと引き上げるためには、近代化が必要

である。」と述べた。 

・７月９日、ダンカ首相府官房長官は、政府が公共調

達簡素化に関する緊急政令を採択したと述べた。同長

官は、「本件は、政令第２３／２０２０号の一部事項に

つき憲法裁判所から違憲判決を受けた後、策定され、

前回閣議での第一読会で採択されていた。」と述べた。

この規範法は、公共調達簡素化のために極めて重要で

あると付言した。 

・７月１６日、欧州委員会はルーマニアに対し、１０

件の、鉄道、水・道路インフラプロジェクトの復興事

業及びＦ／Ｓのために１億１８００万ユーロの資金提

供を行うと発表した。今回の財政支援は、経済復興支
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援を目的としたＥＵイニシアティブ２２０億ユーロの

一部。主な用途は以下のとおり。 

-ブカレストの主要駅（ブカレスト北駅）・ヘンリコア

ンダ国際空港間鉄道近代化工事：４９００万ユーロ 

-アパヒダ（クルージュ県）・スチャバ間鉄道近代化工

事のF/S：２６７０万ユーロ 

-ブカレスト・クライオバ間鉄道近代化工事のF/S: 

１７００万ユーロ 

-コシュラリウ（アルバ県）・クルージュ・ナポカ間鉄

道近代化工事のF/S：９４０万ユーロ 

・７月３１日、道路インフラ公社（CNAIR）は中国国営

建設企業Sinohydro社と、ルーマニア西部のザラウ市

環状道路5.535km、総額約１億8554千万レイの建設契

約を締結した。財源は欧州基金、設計６か月、建設２

４か月、保証期間８４か月。  

・８月１８日付報道によると、オルバン首相は、ブカ

レスト環状道路は非常に重要で、政府は年末までに北

部の４の区間で全ての設計及び施工契約に署名し、南

部の３の区間で建設工事を開始・継続予定であると述

べた。この道路のF/Sは２００８年に実施されていた。 

・８月１８日、ヨハニス大統領は、オルバン首相他と

国の回復とレジリエンス計画の策定につき協議したと

した上で、欧州基金のために提案される予定のプロジ

ェクトの中に、高速道路のいくつかの重要な区間も含

まれていると述べた。「これは、欧州基金を誘引するた

めに準備中の計画であり、経済復興に必要である。政

府はプロジェクトの特定に取り組んでいる。提案され

た全プロジェクトが最終的に適格となるよう、欧州委

員会と協力している。ルーマニアには多くのインフラ

が必要であるが特に道路が重要。」と述べた。 

・８月２２日、訪問先のアラドで、オルバン首相は、

「道路インフラ公社（CNAIR）は、経済再興・投資計画

に基づいて、非常に困難なプロジェクトを抱えている。

約３千kmの高速道路という、重要な投資の建設を約束

した。」と首相は述べた。同首相は、投資のための資金

は、２０２１年から２０２７年のＥＵ多年度予算と復

興基金から割り当てられると述べた。 ルーマニアに割

り当てられる総予算は８００億ユーロ。 

 

■ エネルギー関連 

・７月１５日付報道によると、ユーロスタットにおい

て、今年１～４月のルーマニアでの電力消費は、過去

５年間で最低レベルであると発表された。特に４月の

消費量は３、７４２GWh であり、２０１６～２０１９

年同月レベル（４、２００～２、８００GWh）を大きく

下回った。今年３月以降、ＥＵ加盟各国は COVID-19

感染拡大防止のため、工場操業やレストラン営業停止

等、規制措置を導入した。その結果、大半の加盟国で

４月の電力消費量は落ち込んだ。今年４月の消費量は

２０１６～２１９年４月に比し、ＥＵ全体で１１．２％

減少した。最も減少率が高かったのは、仏（１５％減）、

西（１４．８％減）、ルクセンブルク（１３．７％減）。 

・７月２３日、オルバン首相、現政府のチェルナボダ

原子力発電所に関する目標は、１号基の改修及び３号

基と４号基の建設に８０億〜９０億ユーロ相当の投資

をすることであると述べた。また、報道陣からの問い

に対し、３、４号基の工事の完了時期は、依然として

２０３０年のままであると回答した。 

・７月３１日付報道によると、政府は、緊急政令案に

おいて、次期７年間（２０２１～２０２７年）、天然ガ

スネットワーク拡大のため、８億ユーロ投資予定と報

じる。同政令案によると、国家予算及び欧州基金が財

源。ルーマニアのガスパイプライン・ネットワークは

２０１９年末時点で総延長42、300km。過去６年間で、

毎年平均７３０km延長されてきた。天然ガスネットワ

ークへの接続を有する世帯は僅か３５％。 

・８月１１日、上院は、ルーマニアのエネルギー戦略

及び２０２１～２０３０年のエネルギー・気候変動分

野における国家統合計画を規定する法案を承認した。 

・８月２１日付報道によると、オルテニア・コンプレ

ックス社は、２０３０年から、複数の鉱山の閉鎖も含

め、石炭ベースの発電を徐々に削減するために、２０

２１年から２０２６年に７０億レイの投資を行う再編

計画を欧州委員会に提出予定。資源の多様化（現在の

石炭ベースの資源に天然ガス火力発電ユニットやソー

ラーパークなどの汚染ソリューションを追加する等）

により、生産能力の向上・開発に着手する。 
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■ 航空関連 

＜航空会社関連＞ 

・７月２８日、ボデ運輸相は、テレビ番組で、タロム

航空の再生計画は必須であり、その実施は、コロナウ

イルス危機によって生み出された機会を「同社の浄化」

のために生かす最後のチャンスであると述べた。また、

８月３日、同運輸相、タロム航空は資金の流れを生み

出す機会を有しているため救済される見込みであるが，

リストラが必要である、と述べた。 

・８月１０日付報道によると、タロム航空、２週間以

内に７００名の従業員削減実施予定。同社は昨年再構

築に対する支援として３６７０万ユーロを受領してい

るが、今年はコロナウイルス感染症により、６５００

万ユーロの支援を国に求めている。 

・８月２１日付報道によると、欧州委員会、ＥＵ国家

補助規則の下で、ルーマニアのブルーエア航空に対す

る最大６２００万ユーロのルーマニア政府の融資保証

を承認した。同委員会のプレスリリースによると、こ

の措置は、コロナウイルス発生により被った損害を航

空会社に補償すること、及び緊急の流動性サポートを

提供することを目的としている。 

＜空港関連＞ 

・８月６日付報道によると、欧州委員会は、新型コロ

ナウイルス感染症による運航の一時停止による損害の

補償のため、ティミショアラ空港に対する約４８０万

レイ（約１００万ユーロ）の助成金を承認した。本件

は、ＥＵ国家補助規則に沿った支援。 

・８月２７日、ブラショフ訪問中のオルバン首相は、

政府の準備基金からの追加割当てにより、ブラショ

フ・ギンバブ国際空港を完成させると述べた。「この投

資のために国家予算により割当てられた５千万レイに

加え、政府は年内に政府準備金から２５００万レイを

割当てる予定である。」と述べた。同空港の旅客ターミ

ナルでの工事は３月に開始された。 

 

■ 自動車関連 

・７月１６日、欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）発表の

データによると、６月末時点のルーマニアの新規自動

車登録台数は昨年同期比３０．７％減であった。ＥＵ

２７か国では、６月末は３８．１％減。 

・７月１９日付報道によると、ルーマニア自動車製造・

輸入業者協会（ＡＰＩＡ）は、今年上半期のルーマニ

アでの新車エコカー（green vehicles）の販売は、前

年同期比２．７％増の約２９００台、上半期の自動車

販売全体に占める割合は５．９％を記録したと発表。 

内訳は、ハイブリッド車約２千台、電気自動車約６０

０台、プラグイン・モデル約３００台。 

・８月３日のルーマニア自動車製造協会（ACAROM）

の発表によると、今年１～７月のルーマニアでの新車

登録台数は６２，５６６台（前年比３４．２３％減）、

中古車登録台数は２１１，８０６台（前年比１７．９％

減）を記録。 

 

■ 社会保障・労働関連 

（全般） 

・７月３０日、ＩＮＳは、２０２０年６月末の失業率

は５月から不変で、５．２％(季節調整後) と発表。 

・８月１１日、２０２０年６月の平均給与(グロス)は、

５、３６９レイ(約１、１０９ユーロ)で、対前月比で

１８１レイ（＋３．５％））増加し、平均給与(手取り) 

は３、２９８レイ (約６８１ユーロ) で、対前月比で

１１９レイ（＋３．７％）増加した。なお、平均給与(手

取り)が最も高かった業種は、プログラミング、コンサ

ルティング及び関連活動分野（７、５４０レイ、約１、

５５７ユーロ)、最低はHORECA分野(１、７７３レイ、

約３６６ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・８月２８日、アレクサンドゥル労働相は、２７日の

閣議で、経済危機の文脈で当該企業の受注が落ち込ん

だがために、雇用主が労働時間の削減を余儀なくされ

たことに伴い、その従業員の収入が減少したことに対

し、助成金支給措置採用を決定したと述べた。この措

置は２０２０年末まで有効であると述べたが、具体的

な実施開始時期については明らかにしなかった。 

＜年金増額＞ 

・７月２９日、ヨハニス大統領は、年金は増額するが、

４０％増額は、財源不足により不可能である、増額率

については、政府が算出し、必要な措置が講じられる

予定であると述べた。 
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・８月１７日付報道によると、オルバン首相は、予算

修正により、年金１４％増とする予定であると述べた。

当初は４０％増と定められていたが、歳入減、財政赤

字増加、経済衰退の状況下で困難となった。政府は、

今年の財政赤字目標を年初時点でＧＤＰ比３．６％と

していたが、６．７％、更に８．６％へと修正、経済

成長率予測についても、１．９％減から３．８％減へ

と修正した。これらの予測は、経済成長率を５～６％

減と予測する欧州委員会やＩＭＦより楽観的である。 

・８月２１日、訪問先のティミショアラで、オルバン

首相は、年金４０％増を規定する法律を遵守できない

理由につき問われた際、誰もこの事態を想定できなか

ったとした上で、「いかなる法律も別の法律又は緊急政

令により改正される可能性がある。この法律は緊急政

令により改正され、実現可能な１４％増となった。今

年上半期の経済成長率は昨年同期比３．９％減。欧州

全体同様、予算収入等は減少している。かかる状況下、

年金増を決定することは困難だった。」と述べた。 

・８月１９日付官報に掲載された予算修正に関する緊

急政令によると、９月１日からの年金増額は１４４２

レイ（１４％増）となる予定。 

・８月２５日付報道によると、議会が９月１日から年

金１４％増のための基金を含む、予算修正に関する緊

急政令を修正する場合、政府は憲法裁判所に通知する

準備があると、オルバン首相は、メディアからの問い

に対し答えた。また同首相は、児童手当２０％増とす

る政令を議会が否決した場合にも、憲法裁判所に通知

すると述べた。 

＜児童手当倍増＞ 

・７月２７日、オルバン首相はメディアに対し、政府

は児童手当を引き上げる予定であるが、増加率は経済

予測に依存すると述べた。政治情報筋は、増加率は２

倍ではなく，約１０％〜３０％になる見通しと語った。 

・７月２８日、クツ財務相、メディアに対し、児童手

当に関し、８月１日から１５～２０％増額が見込まれ

ているが、政府は今後短期間に、児童手当を倍増する

意向であると述べた。 

・７月２９日、アレクサンドゥル労働相は、閣議で、

児童手当を８月から２０％増額，その後徐々に増額し，

２０２２年までに倍増するための緊急政令案を提示し

た。ＰＳＤは８月１日から倍増すべきで主張している。 

・７月２９日、ヨハニス大統領は、現在の感染、経済、

財政状況を踏まえると、即座に児童手当を倍増するこ

とは不可能だが、実現させたい、と述べた。 

・８月１１日、上院は、８月からの児童手当を２０％

増（その後段階的に増額）とする緊急政令第１２３号

を否決した。本件は下院に回付される。翌１２日、ヨ

ハニス大統領は記者会見で、同緊急政令の拒否は、Ｐ

ＳＤ側の責任の完全な欠如」を表している、と述べた。

同大統領は、「手当増額を希望するが、十分な財源があ

る場合のみ可能である。現在財源不足のため、政府は

段階的増額という解決策を考え出した。」と述べた。 

・８月１９日、下院も、緊急政令第１２３号を否決し

た。野党ＰＳＤは倍増を主張している。２０１９年､

議会は、同年年３月１日以降、手当を２倍にする法律

を採択したが、政府はその実施を延期している。 

 

■ 経済見通し 

・７月７日、欧州委員会は、夏季経済予測を発表。そ

れによると、ルーマニアのＧＤＰ成長率は今年６％減、

来年４％増（春季予測では、今年６％減、来年４．２％

増）、インフレ率は今年２．５％、来年２．８％。Ｅ

Ｕ経済については、今年８．３％減、来年５．８％増

（春季予測では、今年７．４％減）。 

・７月８日、クツ財務相は、現状を踏まえると、今年

のルーマニア経済が６％減少するという欧州委員会の

予測は悲観的過ぎる、上方修正を期待する、と述べた。

７日の国家統計局の発表によると、第一四半期の経済

成長率は２．７％、同期の経済成長への投資の貢献は

上方修正（０．９％から２％への修正）がなされた。 

・７月１５日、ラドゥレスク中央銀行安定局部長は、

９月１日からの年金増額を考慮しない場合であっても、

財政赤字は９％を超過し得ると警告を発した。 

・８月１７日付Economica.netの報道によると、ルー

マニアの国家戦略・予後委員会（CNSP）は、ルーマニ

ア経済につき、以下のとおり予測。 

-経済成長率：今年３．５％減、来年４．９％増 

-投資（総固定資本形成）：今年３．５％減 
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来年７．４％増 

-貿易：（今年）輸出１０．５％減、輸入７．２％減 

（来年）輸出１０．４％増、輸入１２．３％増 

-貿易赤字：（今年）１８３億ユーロ、 

（来年）２１８億ユーロ（昨年は１７３億ユーロ） 

-インフレ率：今年末２．８％、来年末２．５％ 

・８月２６日付報道は、７月にＣＦＡルーマニア（ル

ーマニア公認金融アナリスト協会）が実施した調査に

よると、２０２１年第２四半期まで、コロナウイルス

感染症が経済に大きな影響を及ぼすと予想されると報

じる。今年のルーマニア経済は、８．３％の財政赤字、

経済成長率４．４％減、平均失業率７％、との予測。 

・８月２６日付報道によると、フィッチレーティング

スは、ルーマニア政府が提案している年金の９月から

の１４％増額は、当初予定されていた４０％増額に比

し、財政強化面での課題を軽減すると評している。同

国の財政赤字（対ＧＤＰ比）は２０１９年４．３％、

２０２０年前半時点で４．２％を記録（前年同期は１．

９％）。しかし、議会で多数を占める野党ＰＳＤが１

４％増という提案を無効にしようとしており、４０％

増となる可能性が依然残されている。ルーマニアの政

治は近年不安定であり、年金を巡る戦いは、９月２７

日の地方選挙等に向けて激化するだろう。年金増額と

政治的安定はルーマニアのソブリン格付けにとって重

要な要素であると同社は警告した。 

 

■ ルーマニアの人口 

・８月２８日付報道によると、国家統計局は、ルーマ

ニアの人口は、２０２０年１月１日時点で１９３１万

８千人、２０１９年１月１日と比較して９６，５００

人減少した、と発表した。国家統計局によると、減少

の主な原因は負の自然成長（死者数が出生数を７３、

６３０超過）によるもの。女性の人口は９８７万２７

００人（全人口の５１．１％）。２０１９年１月１日と

比べ、０〜１４歳の人口の割合は１５．６％（前年１

５．７％）に減少、他方、６５歳以上の人口の割合は

１９％（前年１８．５％）に増加した。ルーマニアは

引き続き移民国であり、移民現象は国の人口減少の２

番目の理由となっている。２０１９年の国際移住のバ

ランスはマイナスであり、海外移住の数は入国の数を

約３１,０００人上回った。 

 

■ 貿易関連 

・８月１０日付の統計局発表によると、今年１～６月

のルーマニアの貿易赤字は８６億６５４０万ユーロ

（昨年同期比９億３５７０万ユーロ増）を記録。 

 

■ 公共政策 

・欧州基金省は、２０２０年７月３１日の時点での欧

州基金（２０１４～２０２０年）執行率を４３％（約

１３０億９９６０万ユーロ）と発表。ＥＵ２７か国平

均（４９％）を下回った。(欧州基金省) 

 

■ 財政政策 

・８月２６日、公共財務省は、２０２０年７月末のル

ーマニアの財政収支は約４９６億８２９０万レイ（対

ＧＤＰ比４．７％）の赤字と発表。（６月末は約４５１

億７３６０万レイ（同４．１７％）の赤字、昨年同期

は約１８１億４千万レイ（同１．７６％）の赤字。） 

 

■金融等 

・８月３日、７月末の外貨準備高は３６２億４９００

万ユーロ（６月末：３００億２００万ユーロ）、金準備

高は１０３．６トンで不変。(ＢＮＲ) 

・８月５日、ＢＮＲは、政策金利を１．７５％から１．

５％、中銀貸出金利を２．２５％から２％、中銀預入

金利を１．２５％から１％に引き下げることを決定。 

・８月１３日、２０２０年６月末の経常収支等につい

て次のとおり発表。 

（１）経常収支は３４億９７００万ユーロの赤字。（前

年同期；４３億７、３００万ユーロの赤字）。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は、３億５２００万ユ

ーロ。（前年同期：２６億９７００万ユーロ）。 

（３）中長期対外債務は、２０１９年末から７．２％

増加し、７８９億８３００万ユーロ (対外債務全体の

７０．９％) 。 

（４）短期対外債務は、２０１９年末から０．８％増

加し、３２４億６９００万ユーロ (対外債務全体の２
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９.１％)。(ＢＮＲ) 

 

■格付（２０２０年９月１１日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－ (ネガティブ） 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（ネガティブ） 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （ネガティブ） 

（内はアウトルック） 

 

【その他統計】 

＜ＧＤＰ成長率＞ 

・８月１４日、今年第２四半期のＥＵ２７か国のＧＤ

Ｐ成長率は対前期比１１．７％減、対前年同期比１４．

１％減を記録。２７か国内で最大の減少を記録したの

は西（２２．１％減）、仏（１９％減）、伊（１７．

３％減）が続く。ルーマニアは１０．５％減。（ユー

ロスタット） 

・８月１４日、ルーマニアの今年第２四半期 のＧＤＰ

成長率は対前期比１２．３％減、前年同期比１０．５％

減（季節調整前・後共に）を記録。今年上半期のＧＤ

Ｐ成長率は対前期比４．７％減（季節調整前）、３．９％

減（季節調整後）を記録。（ＩＮＳ) 

・８月２７日、オルバン首相は、訪問先のブラショフ

での記者会見で、「ルーマニアは、ＥＵ内で経済成長率

の減少が最低の国の一つであり第２四半期は１０．

５％減、上半期は３．９％減であった。政府が採用し

た全ての対策は経済発展を支援するものであった。公

共投資は過去１０年間で最大となった。財政赤字は増

加したが、欧州内で最小レベル。目標は、この財政赤

字をできるだけ低く抑えることである。」と語った。 

＜インフレ率＞ 

・８月１９日、ＥＵ２７か国の７月末のインフレ率は

０．９％（６月末：０．８％、前年同月：１．４％）。

ＥＵ２７か国で最も高い水準であったのはハンガリー

（３．９％）、ポーランド（３．７％）、チェコ（３．

６％）。ルーマニアは２．５％。（ユーロスタット) 

 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節調

整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

 

【６月分統計】 

（１）鉱工業 

 ５月 ６月 

工業生産高  ▲２８．０％ ▲１４．３％ 

工業売上高(名目)  ▲３１．０％ ▲１０．２％ 

工業製品物価指数 ▲２．０％ ▲０．５％ 

新規工業受注高(名目)  ▲３２．７％ ▲１０．３％ 

工業生産高、工業売上高（名目）及び新規受注高（名目）が加

速。工業製品物価指数が若干加速。 

 

（２）販売 

 ５月 ６月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

▲１．２％ ０．９％ 

自動車・バイク売上高 ▲３２．１％ ▲１０．１％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

▲５．１％ 

EU２７か国 

▲４．２％ 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２７か国 

１．３％ 

自動車・バイク売上高が加速。 

なお，６月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年

同月比では，アイルランド (＋１０．２％)が最も増加

し，次いでエストニア（６．６％）及デンマーク (＋

６．５％)。 

 

（３）その他 

建設工事 ５月  ６月 

１４．３％ １０．３％ 

建設工事が減速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

５月 ６月 

€３７億５,５７０万 €４８億４，３３０万 
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（－４０．１％) （－１２.９％) 

RON１８１億６,６３０万 

(－３９．１％） 

RON２３４億４，１１０万 

(－１１．０%） 

輸

入 

€５０億７００万 

（－３５．４％) 

€６１億６,４６０万 

（－７．９％) 

RON２４２億１,８６０万 

(―３４．４％） 

RON２９８億３，６９０万 

(－５．８％） 

  

【１～６月分統計】 

（１）鉱工業 

 ５月 ６月 

工業生産高  ▲１７．２％ ▲１６．７％ 

工業売上高(名目)  ▲１４．９％ ▲１４．０％ 

新規工業受注高(名目)  ▲１４．９％ ▲１４．１％ 

 

（２）販売 

 ５月  ６月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

０．６％ ０．３％ 

自動車・バイク売上高 ▲１７．１％ ▲１５．８％ 

自動車・バイク売上高が若干加速。 

 

（３）その他 

建設工事 ５月  ６月 

２３．７％ ２１．０％ 

建設工事が減速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

５月 ６月 

€２３７億４,６７０万 

（－１９.０％) 

€２８５億９,０００万 

（‐１８．１％) 

RON１,１４０億６,９４０万 

(－１８．０％） 

RON１,３７５億１,０５０万 

(‐１６．９%） 

輸

入 

€３１０億９,０８０万 

（１３．５％) 

€３７２億５,５４０万 

（－１２．６％) 

RON１,４９４億１,４６０万 

(－1２．３％） 

RON１,７９２億５,１５０万 

(－１１．３％） 

貿

易 

収

支 

▲€７３億４,４１０万 ▲€８６億６,５４０万 

 

▲RON３５３億４，５２０万 ▲RON４１７億４，１００万 

  

【７月分統計】 

・消費者物価指数  

 ６月 ７月 

全体 ２．５８％ ２．８０％ 

食料品価格 ５．３５％ ５．５７％ 

非食料品価格 ０．６８％ ０．８８％ 

サービス価格 ２．７８％ ３．００％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．３％ 

EU２７か国 

０．８％ 

ユーロ圏 

０．４％ 

EU２７国 

０．９％ 

７月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，ギリシャ（▲２．１％）、キプロスク（▲２．０％）、

エストニア（▲１．３％）が最も低い。 

 

我が国との関係 

・７月２４日，ユリアン・キフ政治アナリストは，当

地メディア記事において，米中紛争はルーマニアにと

って，日本，韓国，ベトナムとのパートナーシップ強

化を不可欠なものにした旨述べた。 

 

 


